
東日本大震災復興特別会計歳入予算概算見積書

令 和 ９ 年 度

（現　金　収　入）

環　境　省
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（第１表）

（単位：千円）

款・項・目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 対前年度予算額 対令和７年度決算額 備考

決  算  額 予  算  額 見  積  額 比較増△減額 比較増△減額

　1601-00 災害等廃棄物処理事業費負担金収入 0 0 0 0 0
　　1601-01 災害等廃棄物処理事業費負担金収入 0 0 0 0 0

2000-00 雑収入 43,765,218 55,830,438 70,468,816 14,638,378 26,703,598

　2001-00 雑収入 675,647 317,742 410,141 92,399 △ 265,506

　　2001-01 労働保険料被保険者負担金 776 730 715 △ 15 △ 61

　　2001-02 公務員宿舎貸付料 27,765 30,473 25,020 △ 5,453 △ 2,745

　　2001-04 雑入 497,335 217,833 331,889 114,056 △ 165,446

　　2001-05 返納金 149,772 68,706 52,517 △ 16,189 △ 97,255

　2002-00 事故由来放射性物質汚染対処費回収金収入 43,089,571 55,512,696 70,058,675 14,545,979 26,969,104

　　1601-01 事故由来放射性物質汚染対処費回収金 43,089,571 55,512,696 70,058,675 14,545,979 26,969,104

計 43,765,218 55,830,438 70,468,816 14,638,378 26,703,598

令　和　９　年　度　歳　入　予　算　概　算　見　積　額　総　括　表
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（第２表）

（単位：千円）

款・項・目 事　　項 令和５年度 令和６年度 令和８年度 令和９年度 備　　考
決　算　額 決　算　額 予　算　額 決　算　額 予　算　額 見　積　額

1600-00 災害等廃棄物処理事業費負担金収入 92,716 0 0 0 0 0

　1601-00 災害等廃棄物処理事業費負担金収入 92,716 0 0 0 0 0

　　1601-01 災害等廃棄物処理事業費負担金収入
｢東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理に関する特別措置法｣第5
条第1項の規定により地方公共団体が負担する負担金の受入見込額を計
上

92,716 0 0 0 0 0

2000-00 雑収入 151,148,960 100,245,733 42,589,708 43,765,218 55,830,438 70,468,816

　2001-00 雑収入 280,529 1,992,752 396,822 675,647 317,742 410,141

　　2001-01 労働保険料被保険者負担金 雇用保険料の立替支払いに伴い歳入に組入れる収入 1,452 896 961 776 730 715

　　2001-02 公務員宿舎貸付料 公務員宿舎の貸付収入 30,370 28,079 27,713 27,765 30,473 25,020

　　2001-04 雑入 特定の科目又は臨時の収入で他の科目で処理できないものの収入 191,627 306,704 175,473 497,335 217,833 331,889

　　2001-05 返納金 補助金等の精算による返納金収入 57,080 1,657,073 192,675 149,772 68,706 52,517

　2002-00 事故由来放射性物質汚染対処費回収金収入 150,868,431 98,252,981 42,192,886 43,089,571 55,512,696 70,058,675

　　1601-01 事故由来放射性物質汚染対処費回収金
平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所
の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関す
る特別措置法（平成23年法律第110号）第44条1項の既定による回収金

150,868,431 98,252,981 42,192,886 43,089,571 55,512,696 70,058,675

計 151,241,676 100,245,733 42,589,708 43,765,218 55,830,438 70,468,816

令　和　９　年　度　歳　入　予　算　概　算　予　定　額　明　細　表

令和７年度
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（第３表）

１7　環境省主管
前年度
予算額

令和９年度
見　積　額

千円 千円

1600-00 災害等廃棄物処理事業費負担金収入 0 0

　1601-00 災害等廃棄物処理事業費負担金収入 0 0

1601-01 災害等廃棄物処理事業費負担金収入 0 0

2000-00 雑収入 55,830,438 70,468,816

　2001-00 雑収入 317,742 410,141

2001-01 労働保険料被保険者負担金 730 715

2001-02 公務員宿舎貸付料 30,473 25,020

2001-04 雑入 217,833 331,889 令和５年度～令和７年度の収入実績等を基礎として算出。

2001-05 返納金 68,706 52,517 令和５年度～令和７年度の収入実績等を基礎として算出。

2002-00 事故由来放射性物質汚染対処費回収金収入 55,512,696 70,058,675

1601-01 事故由来放射性物質汚染対処費回収金 55,512,696 70,058,675

合計 55,830,438 70,468,816

　平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故によ
り放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法（平成23年
法律第110号）第44条の規定による回収金である。
　事業別に過去５年分の予算現額及び支出済額（令和２年度～令和６年度）、求償
額及び応諾額（令和３年度～令和７年度）の実績等を基礎として算出。

　国家公務員宿舎法の規定に基づき職員に宿舎を有償貸与したことにより生じる収
入である。令和８年４月～令和８年６月分の収入実績等を基礎として算出。

令和９年度歳入予算概算見積額積算内訳書

見　　積　　額　　積　　算　　内　　訳款・項・目

　労働保険料の被保険者負担金の受入見込。令和８年４月～令和８年６月分の収入
実績等を基礎として算出。

　｢東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理に関する特別措置法｣第5条第1項の
規定により地方公共団体が負担する負担金の受入により生じる収入予定なし（事業
計画により令和５年度にて事業終了のため）。
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